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         資料編 
 

 

 

１ 第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画策定の経過 

 

開催日 検討内容 

平成 30 年 11 月 14 日 

第 23 回奈良市子ども・子育て会議 

・第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画の策定に係

るニーズ調査について 

平成 30 年 12 月１日 

～12 月 28 日 

ニーズ調査を実施 

調査地域:奈良市全域 

調査対象： 

・０～５歳の保護者  2,000 人 

・小学生の保護者     2,029 人    回収率：53.３％ 

・母子健康手帳交付者  223 人 

平成 31 年３月 27 日 

第 24 回奈良市子ども・子育て会議 

・第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画の策定に係

るニーズ調査の結果報告 

・第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画の策定に係

る策定スケジュールについて 

令和元年７月 10 日 

第 25 回奈良市子ども・子育て会議 

・第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画の計画骨子

について 

令和元年 11 月 18 日 

第 26 回奈良市子ども・子育て会議 

・第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画の計画素案

について 

令和元年 12 月 20 日 

～令和２年１月 27 日 

第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画の 

パブリックコメント実施 

令和２年 2 月 25 日 

第 27 回奈良市子ども・子育て会議 

・第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画の策定につ

いて 
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    ２ 奈良市子ども・子育て会議委員名簿 

 

                                                                    （敬称略、カナ順）    

 氏 名 所属 ・ 役職名等 備 考 

1 石井
イシイ  

 未久
ミ ク

 公募委員  

2 大方
オオガタ

 美香
ミ カ

 大阪総合保育大学 学長 会長 

3 岡田
オ カ ダ

 和大
カズヒロ

 奈良市ＰＴＡ連合会 相談役  

4 梶田
カジタ  

 歌子
ウ タ コ

 奈良市私立幼稚園協会 研修委員  

5 金野
カ ネ ノ

 秀一
ヒデカズ

 奈良市自治連合会 副会長  

6 亀本
カメモト

 和也
カ ズ ヤ

 奈良市保育園保護者会連絡協議会 副会長  

7 國原
クニハラ

 智恵
チ エ

 奈良市保育会 会長  

8 栗本
クリモト

 恭子
キョウコ

 株式会社Women's Future Center 代表  

9 篠田
シ ノ ダ

 厚志
ア ツ シ

 
ＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパン関西 

理事長 
 

10 髙尾
タ カ オ

 麻伊
 マ  イ

 奈良県私立幼稚園ＰＴＡ連合会 会長  

11 田畑
タ バ タ

  仙子
ヒ ロ コ

 公募委員  

12 浜田
ハ マ ダ

 進士
シ ン ジ

 
ＮＰＯ法人子どもの権利条約 

総合研究所関西事務所 所長 
副会長 

13 山下
ヤマシタ

 裕美
ヒ ロ ミ

 
社会福祉法人大阪水上隣保館  

地域子育て支援部門長 
 

14 横山
ヨコヤマ

 真貴子
マ キ コ

 奈良教育大学教育学部 教授  

令和２年３月３１日現在 
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    ３ ニーズ調査・パブリックコメント 

 

（１）ニーズ調査の実施 

 本計画の策定や本市の子ども・子育て支援施策に関する基礎資料を得るため、「奈良市子育

てに関するニーズ調査」を実施し、子育て支援に関するサービスの利用状況や今後の利用希

望等の把握を行いました。 

 

①調査対象 

   市内の就学前児童（０～５歳）の保護者から２，０００人、小学生（2 年生・５年生）の

保護者から約２，０００人を無作為に抽出しました。また、母子健康手帳交付者約２００人

にも調査を行いました。 

 

②調査期間・方法 

   平成３０年１２月１日から平成３０年１２月２８日までを期間とし、郵送等での配布、回 

収を行いました。 

 

③回収状況 

区分 配布数 有効回答数 有効回答率 

０～２歳児 １，０００通  ５１６通 ５１．６％ 

３～５歳児 １，０００通  ５０８通 ５０．８％ 

小 学 生 ２，０２９通 １，１８５通 ５８．４％ 

母子健康手帳交付者   ２２３通 ５６通 ２５．１％ 

 

 

（２）パブリックコメントの実施 

計画素案を市のホームページで広報したほか、市役所、各出張所・行政センターでの配布、

関係機関への周知を行い、素案に対するご意見を募集しました。 

 

①募集期間 

令和元年１２月２０日から令和２年１月２７日まで 

 

②募集結果 

市民等のみなさんから９通、１３件のご意見をいただきました。 

（メール：４通、ＦＡＸ：４通、持参：１通） 
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    ４ 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例 

（平成２６年１２月２５日条例第５１号） 

奈良市は、悠久の歴史の中で、美しい自然や古くから受け継がれる多くの文化を守り伝え

てきたまちです。 

私たちは、このまちがそうした美しい自然や文化を大切にするとともに、奈良市の未来を

ひらく子どもたちが、今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望をもって成長していけ

るような、子どもにやさしいまちであってほしいと願っています。 

そうした子どもにやさしいまちは、子どもだけにやさしいまちではなく、奈良市に住み、

訪れる全ての人にとってやさしいまちへとつながっていきます。 

子どもは、生まれながらにして、成長していく力とともに、周囲に対して自ら働きかけよ

うとする力を持っています。そして、子どもには、人と人とをつなぐ力や、まちを明るくす

る力があります。そうした力を発揮するには、子どもが安心して暮らせる環境が大切です。

奈良市は、この条例を作る上で、子どもの声を聴くための様々な取り組みを行いました。 

その中で、「気持ちや意見を聴いてほしい」、「意見を言う場がほしい」、「大人と一緒に奈良

をよくしたい」といった多くの声がありました。私たちはそのような子どもの意見表明や参

加がまちづくりにとって大切なものであるとともに、子どもが地域への愛着を育み、将来の

このまちを担う大人へと成長していく上でも必要なことだと考えます。 

私たちは、日本国憲法と児童の権利に関する条約の理念に基づき、一人一人の子どもにと

って何が最善かを常に考え、子どもが一人の市民として尊重され、大人と子どもがパートナ

ーとして、子どもにやさしいまちづくりを進めていくことを目指して、ここに、この条例を

定めます。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、奈良市が子どもにやさしいまちづくりを進める上で、その基本となる

理念及び具体化の方向について定めることにより、奈良市の子どもたちが今を幸せに生き

ることができ、将来に夢と希望をもって成長していけるようにし、及び子ども参加によっ

て大人とともにまちづくりを進めることを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 子どもにやさしいまちづくりを実現するための基本理念は、次のとおりとする。 

(１) 日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念に基づき、子どもが権利の主体とし

て尊重されることを全ての取組の基礎とすること。 
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(２) 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもの

成長及び発達に応じ、その思いや意見に耳を傾け、子どもの最善の利益を第一に考

慮すること。 

(３) 子どもにやさしいまちづくりを進めることは、子どもだけでなく、奈良市に住み、

又は訪れる全ての人にとってやさしいまちづくりにつながるという理念を取組の基

礎とすること。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 子どもにやさしいまち 子どもの権利を尊重し、子どもが自立するための知識と経

験を得られるよう子どもへの支援及び子育て支援に社会全体で取り組み、一人一人

の子どもが安心して豊かに暮らすことのできるまちをいう。 

(２) 子ども 18 歳未満の者その他これらの者と等しく権利を認めることが適当であると

認められる者をいう。 

(３) 保護者 親及び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の４に規定する里親

その他親に代わり子どもを養育する者をいう。 

(４) 地域住民 市内に居住する者若しくは勤務場所を有する者（第２号に規定する子ど

もを除く。）又は市内に事務所を有する法人その他の団体をいう。 

(５) 子どもが育ち・学ぶ施設 市内の児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施

設、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する学校、就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第

77 号）第２条第６項に規定する認定こども園及び社会教育法（昭和 24 年法律第

207 号）に規定する社会教育に関する施設その他これらに類する施設のうち、子ど

もが育ち、学ぶために入所し、通所し、又は通学する施設その他これらに類する施

設をいう。 

(６) 事業者 市内で事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

第２章 子どもの大切な権利 

（子どもにとって大切な権利の保障と他者の権利の尊重） 

第４条 子どもは、この条例の基本理念にのっとり、子どもにとって大切な権利の保障を求

めることができる。 

２ 子どもは、自分にとって大切な権利の保障を求めることができることと同様に他者の

権利を尊重するよう努めるものとする。 
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第３章 大人等の役割 

（共通の役割） 

第５条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもに

やさしいまちづくりを進める上で、連携し、及び協働するよう努めるものとする。 

（市の役割） 

第６条 市は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うものとする。 

(１) 子どもを社会全体で健やかに育むため、国、他の地方公共団体及び関係機関と連携

し、子どもに関する施策を行うこと。 

(２) 子どもに関する施策を実施するため、必要な財政上の措置その他の措置を講じるこ

と。 

(３) 保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者がそれぞれの役割

を果たすことができるよう、必要な支援を行うこと。 

（保護者の役割） 

第７条 保護者は、家庭が子どもの成長に大きな役割を果たすことから、子どもの育成に対

し第一義的な責任を有するものであって、子どもが健やかに育つよう努めるものとする。

この場合において、保護者は、適宜、市に相談その他の支援を求めることができるものと

する。 

（地域住民の役割） 

第８条 地域住民は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うよう努め

るものとする。 

(１) 子どもの豊かな人間性が地域の人、自然、社会、歴史及び文化との関わりの中で育

まれることを認識し、子どもの健やかな育ちを支援すること。 

(２) 虐待等あらゆる暴力及び犯罪並びに事故から子どもを守るため、安全で安心な地域

をつくること。 

(３) 地域における取組の中において、子どもが多様な世代や子ども同士の交流及び様々

な体験をすることができる機会を提供すること。 

（子どもが育ち・学ぶ施設の関係者の役割） 

第９条 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、

子どもの育成における重要な役割を担っていることを認識し、次の役割を担うよう努める

ものとする。 

(１) 子どもが、心身ともに健やかに成長し、生きる力を身に付けること並びに能力及び

可能性を最大限に伸ばすことができるように支援すること。 
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(２) 子どもが育ち・学ぶ施設が、子どもにとって、安全にかつ安心して育ち、又は学ぶ

ことのできる場となるよう、保護者、地域住民等と連携協力して環境をつくるこ

と。 

(３) 虐待、いじめ、体罰等については、関係機関と連携協力し、未然防止、早期発見及

び解決に向けた取組を行うこと。 

（事業者の役割） 

第 10 条 事業者は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うよう努め

るものとする。 

(１) 子どもが健やかに育つ家庭環境づくりについて重要な役割を担っていることから、

雇用する労働者が仕事と子育てを両立できるよう必要な職場環境の整備をするこ

と。 

(２) 地域社会の一員として、子どもが育ち・学ぶ施設、地域、市等が行う子どもを健や

かに育むための取組に協力すること。 

第４章 子どもにやさしいまちづくりの推進 

（子どもの意見表明及び参加の促進） 

第 11 条 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもの意見表

明や参加を促進するために、子どもの主体的な活動を奨励し、支援を行うよう努めるもの

とする。 

２ 市は、子どもに関する施策について、適切な情報を提供し、子どもが意見表明や参加

する機会を設けるよう努めるものとする。 

３ 地域住民は、地域の活動及び行事等について、子どもが意見表明や参加する機会を設

けるよう努めるものとする。 

４ 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、施設の行事や運営等について、子どもが意見表

明や参加する機会を設けるよう努めるものとする。 

（子ども会議） 

第 12 条 市は、子どもにやさしいまちづくりや子どもに関する施策について、子どもが意

見表明をし、参加する場として奈良市子ども会議（以下「子ども会議」という。）を置くも

のとする。 

２ 子ども会議は、これに参加する子どもの自主的及び自発的な取組により運営されるも

のとする。この場合において、子ども会議は、その運営のために市に必要な支援を求

めることができるものとする。 

３ 子ども会議は、これに参加する子どもの意見をまとめ、市長に提出することができる

ものとする。 
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（子育て家庭への支援） 

第 13 条 市は、保護者が安心して子育てをすることができるよう、子育て家庭に対し必要

な支援を行うよう努めるものとする。 

２ 市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、保護者が子育てをし

やすい環境づくりに努めるものとする。 

（困難を有する子どもとその家庭に対する支援） 

第 14 条 市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、障害のある子ど

も、ひとり親家庭の子ども等、困難を有する子どもとその家庭に対し必要な支援を行うよ

う努めるものとする。 

（子どもへの虐待等に対する取組） 

第 15 条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子ども

への虐待、いじめ、体罰等の予防と早期発見に努めるものとする。  

２ 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、虐待、いじめ、体罰

等を受けていると思われる子どもを適切かつ速やかに救済するために、関係機関と協

力して、必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（有害・危険な環境からの保護） 

第 16 条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子ども

を犯罪、交通事故、災害の被害その他の子どもを取り巻く有害及び危険な環境から守るた

めの安全な環境づくりに努めるものとする。 

２ 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが犯罪、交通

事故、災害の被害その他の子どもを取り巻く有害及び危険な環境から自分自身を守る

力を育むために必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（子どもの居場所・遊び場づくり） 

第 17 条 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが安心し

て過ごすこと及び自然との触れ合いや遊び等様々な体験や子ども同士の交流をすることに

より、豊かな自己を育むことができる居場所・遊び場づくりに努めるものとする。 

（相談体制） 

第 18 条 市は、子どもが、自分自身、家庭及び学校並びに虐待、いじめ、体罰等につい

て、直接に、かつ、安心して容易に相談することができるよう相談体制の充実を図るもの

とする。 

２ 市は、子どもからの相談内容に応じ、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の

関係者、事業者及びその他の関係機関と連携し、子どもの救済を図るために必要な支

援を行うものとする。 
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３ 市は、市及び関係行政機関等の相談窓口の周知を図るものとする。 

第５章 施策の推進 

（計画及び検証） 

第 19 条 市は、この条例に基づく子どもに関する施策及び子どもの未来に影響を及ぼす施

策について、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 61 条に規定する市町

村子ども・子育て支援事業計画（以下「計画」という。）において定めるものとする。 

２ 市は、計画を策定したときは、これを公表するものとする。 

３ この条例の運用状況及びこの条例の規定に基づく事業等の実施状況について、奈良市

子ども・子育て会議条例（平成 25 年奈良市条例第 12 号）第１条に規定する奈良市

子ども・子育て会議（以下「会議」という。）において定期的に検証するものとする。 

４ 会議は、前項の規定による検証の結果を市長に報告し、これを公表するものとする。 

（体制整備） 

第 20 条 市は、子どもに関する施策及び子どもの未来に影響を及ぼす施策に関して総合的

な調整を行うための必要な体制を整備するものとする。 

（広報及び啓発） 

第 21 条 市は、この条例について、子ども、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設

の関係者及び事業者の理解を深めるために必要な広報活動及び啓発活動を行うものとす

る。 

   附 則 

 この条例は、平成 27 年４月１日から施行する。 
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    ５ 奈良市子ども・子育て会議条例 

（平成 25 年３月 28 日条例第 12 号） 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 77 条第１項の規定に基づく

審議会その他の合議制の機関として、奈良市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）

を置く。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、子ども・子育て支援法第 77 条第１項に規定するもののほか、市長の諮問

に応じて、本市の子ども・子育て支援に関する重要事項について調査審議する。 

２ 会議は、前項に規定する重要事項に関し市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第３条 会議は、委員 15 人以内で組織する。 

２ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、会議に臨時委員若干人を置くこと

ができる。 

３ 委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 子どもの保護者 

(２) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(３) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(４) その他市長が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任されることを妨げない。ただし、委員が欠けた場合

における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了するまでとする。 

（会長及び副会長） 

第５条 会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれらを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。ただし、会長が互選される前に招集す

る会議は、市長が招集する。 
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２ 会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の半数以上が出席しなければ会議を開く

ことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し、可否同

数のときは、会長の決するところによる。 

 

（部会） 

第７条 会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。 

（庶務） 

第８条 会議の庶務は、子ども未来部において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮っ

て定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 25 年４月１日から施行する。 

２ 奈良市報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 27 年奈良市条例第 30 号）の一部を次

のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

子ども・子育て会議の委員 日額    10,000円 

  

 附 則（平成２６年１０月３日条例第３３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律の一部を改正する法律（平成２４年法律第６６号。次項において「改正法」とい

う。）の施行の日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 改正法附則第９条の規定による改正法の施行の日前においても行うことができる行為

に関する事項については、この条例の施行の日前においても、この条例の規定の例に

より、奈良市子ども・子育て会議において調査審議を行うことができる。 
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    ６ 進捗管理事業一覧 

  （本計画策定時の内容であり、本市の今後の取り組みの状況により変更となる可能性があります。） 

基本方針１ 子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり 

基本目標１ 子どもにとって大切な権利の保障 

①子どもの権利保障のための取り組みの推進 

No 事 業 名 事 業 概 要 

1 奈良市子ども会議の開催 

子どもの意見表明や参加を支援するための取り
組みとして、子どもの自主的・自発的な運営によ
る「子ども会議」を開催します。 

 

基本目標２ 乳幼児期の教育・保育の充実 

①乳幼児期の教育・保育の提供体制の確保 

No 事 業 名 事 業 概 要 

2 
教育・保育施設及び地域型保育 

事業の整備 

待機児童解消や多様な教育・保育ニーズに対応
するため、既存の教育・保育資源を活用するとと
もに、民間活力による教育・保育施設及び地域型
保育事業等の整備を行います。 

3 市立幼保施設の再編 

「奈良市幼保再編基本計画」「奈良市幼保再編実
施計画」に基づき、市立幼保施設の統合・再編及
び民間活力を活用することにより、よりよい教
育・保育環境の整備を図ります。 

4 幼稚園等の一時預かり事業 
幼稚園や認定こども園の通常の教育時間外に、
希望する園児を対象に一時預かり事業を実施
し、保護者の子育てを支援します。 

5 保育所等の延長保育 

保護者の就労形態の多様化等に伴う延長保育の
需要に対応するため、保育所や認定こども園等
において認定された利用時間を超えた保育を実
施し、就労世帯等の支援を図ります。 

6 休日保育事業 
保育所等において、日曜・祝日などに就労するた
め、保育を必要とする保護者の子どもを預かり
保育します。 

7 夜間保育事業 
保育所において、夜間に就労するため、保育を必
要とする保護者の子どもを保育します。 

 

②質の高い教育・保育の一体的提供と内容の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

8 
こども園、幼稚園及び保育所等職

員研修の推進 

子どもの人権を十分配慮し、多様な教育・保育ニ
ーズ及び子育て支援等のサービスに対応するた
め、こども園、幼稚園及び保育所に勤務する職員
を対象に園内外の研修を実施し、資質向上を図
ります。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

9 
こども園、幼稚園及び保育所と 

小学校との連携の推進 

園における教育及び保育が小学校以降の生活や
学習の基盤の育成につながることに配慮し、小
学校教育への円滑な接続が行われるよう、連携
を推進します。 

10 
特別な支援を要する園児への 

支援体制の充実 

特別な支援を要する園児に対して必要な支援を
適切に提供するとともに、ネットワーク体制を
活かした連携の中で、特別支援教育及び支援体
制の充実を図ります。 

11 
こども園、幼稚園及び保育所に 

おける食育の推進 

乳幼児期からの適切な食事のとり方や、望まし
い食習慣の定着、食を通じた豊かな人間性の育
成を目指し、各園において、年齢に応じた食育に
取り組むと共に、食育だより等を通じた保護者
への啓発を行うことにより、子どもたちの心身
の健全育成を図ります。 

12 
こども園及び保育所における 

安全な給食の提供 

徹底した衛生管理のもと、和食を中心に旬の食
材を取り入れながら、乳幼児の成長に必要な栄
養バランスや食物アレルギーに配慮した安心・
安全でおいしい給食の提供に努めます。 

13 民間保育所等運営費補助金 

運営費補助金の交付により、保育サービスの内
容の充実を図り、多様化する保育ニーズに応え
ることで、子育てと仕事の両立支援をめざしま
す。 

14 保育所等のサービス評価の実施 

保育所等に第三者評価及び保護者アンケートに
よる評価を導入し、これまでに提供してきた保
育内容や保育の質を保護者や子どもの視点から
見直し改善します。 

15 私立幼稚園運営費補助金 

運営費補助金の交付により、私立幼稚園の教育
条件の維持向上を図り、幼稚園の経営の健全性
を高めることで私立幼稚園の健全な発展を図り
ます。 

 

基本目標３ 学齢期の教育・育成施策の充実 

①豊かな人間性と生きる力を育む学校教育の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

16 地域で決める学校予算事業 
中学校区を単位として、地域と学校が連携・協働
し、地域全体で子どもを育てる体制をつくりま
す。 

17 世界遺産学習推進事業 
世界遺産等の文化遺産や自然環境などを通じ
て、地域に対する誇りを育て、奈良で学んだこと
を誇らしげに語れる子どもを育成します。 

18 学校 ICT の推進 

タブレット端末等のＩＣＴ機器を小学校・中学
校に整備し、その活用を通して基礎学力の定着
や学習意欲、コミュニケーション能力や課題解
決力の向上を図ります。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

19 
地域に開かれた魅力ある学校 

・教育の推進（学校の自己評価） 

各学校がその教育活動や学校運営の状況につい
て自己評価を行い、成果や課題を明らかにして
改善を進めるとともに、それを保護者や地域社
会に公開することで、開かれた学校づくりを進
めます。 

20 コミュニティ・スクールの運用 

保護者や地域住民などから構成される学校運営
協議会を設け、学校運営の基本方針の承認や、教
育活動などについて意見を述べるといった取り
組みを行うことで、学校運営の一層の改善を図
ります。 

21 教職員研修の推進 

奈良市教育センターを拠点とした研修と教員一
人一人の指導力に応じた研修を実施し、教員の
意識改革と指導力向上を目指します。 

 

②子どもの居場所や体験活動の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

22 放課後児童健全育成事業 

保護者が就労などで昼間家庭にいない世帯の小
学生を預かり、放課後児童健全育成事業施設内
において、集団生活を体験させながら、健全育成
を図ります。 

23 放課後子ども教室推進事業 

放課後等に小学校等を活用して、子どもたちの
安全・安心な活動拠点(居場所)を設け、地域の
方々の参画を得てスポーツ等交流活動を実施す
ることにより、子どもたちが地域社会の中で心
豊かで健やかに育まれる環境づくりを行いま
す。 

24 教育センター学習事業 

教育センターのキッズ学びのフロアの設備を活
用した体験教室等を開催することで、子どもた
ちの豊かな学びを保障し、創造性や探究心を育
てます。 

25 青少年野外体験施設の運営管理 
自然環境の中での野外活動やレクリエーション
活動を通じて、青少年の心身の健全な育成を図
ります。 

26 児童館事業の充実 

児童の健全育成とともに市民との協働による子
育て支援の拠点としての事業を行い、より開か
れた児童館をめざします。また、安全面を第一
に、施設の老朽化具合などにより優先順位をつ
けて、計画的に整備を進めます。 

27 
スポーツ体験フェスティバルの

開催 

「体育の日」にちなんで、スポーツの裾野を拡大
し、「見て、触れて、体験」することにより、子
どもたちがスポーツに親しみ、取り組む足がか
りとなる場を提供します。 

28 スポーツ少年団の育成 

スポーツ少年団事業として魅力ある本部事業を
展開し、団への加入を促進することにより、子ど
もたちのスポーツの継続的な活動を促進しま
す。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

29 
子どもを対象とした文化事業の

実施 

子どもたちが優れた芸術や伝統的な芸能等、文
化に親しむ機会を設けます。 

30 アウトリーチ活動の実施 
学校教育との連携を図り、子どもたちが芸術文
化に親しむ機会を充実させます。 

 

③心身の健やかな成長のための取り組みの充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

31 教育相談業務の充実 

教育センターに教育相談総合窓口を設け、カウ
ンセラーを配置するとともに不登校や特別支援
教育の相談、スクールカウンセラーの配置等を
行い、教育に関する様々な相談の充実を図りま
す。 

32 特別支援教育推進事業 

特別支援教育の推進のため、専門の相談員を配
置し、特別な支援を必要とする幼児児童生徒一
人一人に応じた相談の充実を図ります。 

33 すこやかテレフォン事業 

青少年の健全育成を図るため、青少年の育成に
関する相談業務を奈良「いのちの電話」協会に委
託し、すこやかテレフォン相談室を設置し、専門
の相談員が年中無休で電話による各種の相談業
務を行います。 

34 
エイズ・性感染症に関する正しい

知識の普及啓発事業 

特に性行動が活発化する若年層を中心に、エイ
ズや性感染症に関する正しい知識を持ち予防行
動がとれるよう、学校、NPO団体等関係機関と
協力しながら啓発事業を推進します。 
また、感染不安のある方への相談や検査を行い、
知識普及と感染予防への意識づけを行います。 

35 未成年の喫煙対策 
たばこから子どもたちの健康を守るため、関係
機関と協力しながら子どもおよび保護者への啓
発を行います。 

36 思春期保健対策（性） 

１０代の望まない妊娠、性感染症の防止のため
に、思春期相談窓口を設けています。関係機関と
協力しながら啓発活動等を行います。 
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基本方針２ 子どもを安心して生み育てられるまちづくり 

基本目標１ 子どもと子育て家庭の健康の確保 

①妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支援の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

37 産後ケア事業 

生後４か月未満の乳児及びその母親で、親族等
から出産後の援助が受けられない者であって、
心身のケアや育児サポートが必要な母子を対象
に、市内登録産科医療機関において産後ショー
トステイ（宿泊型）、産後デイケア（日帰り型）
のサービスを提供します。 

38 特定不妊治療費助成事業 

特定不妊治療費助成金を交付することにより、
医療保険が適用されず高額の医療費がかかる不
妊治療費の一部を負担し、不妊に悩む夫婦の支
援を行います。 

39 母子健康手帳の交付 

医療機関で妊娠判定を受け、妊娠届けを出され
たら母子健康手帳を交付します。母子健康手帳
は、妊娠出産の経過、お子さんの乳幼児健診、予
防接種の記録等大切な成長記録となります。ま
た、妊娠期からの健康づくりに関する情報を提
供します。 

40 妊婦健康診査事業 

妊婦健康診査にかかる費用の一部を助成するこ
とにより、妊婦の経済的負担を軽減し、未受診妊
婦の解消を図るとともに、母体及び胎児の健康
の保持・増進を図ります。 

41 親子健康教室 

妊娠・出産・子育てに関する正しい情報を提供
し、育児不安の軽減と虐待予防を図ります。あわ
せて、安心して育児ができるように、保護者同士
の仲間づくりを促し、地域での孤立予防を図り
ます。 

42 
妊産婦、新生児、未熟児訪問 

（保健指導事業） 

妊産婦・新生児の家庭を訪問し、妊娠・出産・育
児などの相談を行うとともに、適切な指導を行
います。また未熟児については、保護者の育児不
安が強く、早期に援助を必要とする対象者を医
療機関等と連携しながら把握し支援します。 

43 
乳児家庭全戸訪問事業 

（こんにちは赤ちゃん訪問） 

生後４か月未満の乳児のいる全ての家庭を訪問
し、子育てに関する必要な情報提供等を行いま
す。また、支援が必要な家庭に対しては助言を行
い、乳児家庭の孤立化を防ぎ、保護者の育児不安
等を軽減し、虐待の予防や子どもの健全育成を
図ります。 

44 
４か月児健康診査 

（乳児一般健康診査） 

生後４か月の時点で医療機関において、子ども
の身体発達・運動発達・栄養状態を診査し、疾病
の早期発見・早期治療・早期療養および育児指導
を行い、乳児の健康の保持・増進を図るとともに
育児不安の軽減を図ります。また、４か月健康診
査を登録医療機関で受診することで、小児科医
にかかる機会を提供し、かかりつけ小児科医を
持つ保護者の割合を増やします。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

45 
１０か月児健康診査 

（乳児一般健康診査） 

生後１０か月の時点で医療機関において、子ど
もの身体発達・運動発達・栄養状態を診査し、疾
病の早期発見・早期治療・早期療養および育児指
導を行い、乳児の健康の保持・増進を図るととも
に育児不安の軽減を図ります。 

46 
１歳７か月児健診、１歳７か月児

歯科健診 

１歳７か月児に対して健康診査を行い、疾病・障
害・発達の遅れ等を早期に発見し、適切な指導を
行うとともに、むし歯の予防・発育・栄養・生活
習慣、その他育児に関する指導を行い、子どもの
心身の安らかな成長の促進と育児不安の軽減を
図ります。 

47 
３歳６か月児健診、３歳６か月児

歯科健診 

身体の発育および精神発達の面から最も重要な
時期である３歳児に対して健康診査を行い、運
動機能・視聴覚発達などの障害や疾病等を早期
に発見し、適切な指導を行うことにより、障害等
の進行を未然に防止するとともに、むし歯の予
防・発育・栄養・生活習慣、その他育児に関する
指導を行い、子どもの心身の安らかな成長の促
進と育児不安の軽減を図ります。 

48 フッ化物塗布事業 

幼児のむし歯予防とかかりつけ歯科医をもつき
っかけづくりのために、２歳０か月児の希望者
に実施します。歯科健診と歯みがき指導も併せ
て実施します。 

49 乳幼児予防接種事業 

子どもを感染症から守るため、予防接種を実施
します。 

<個別接種> 

・ヒブ感染症(生後２か月～５歳未満) 

・小児肺炎球菌感染症(生後２か月～５歳未満) 

・ＢＣＧ（生後３～１２か月未満） 

・４種混合（生後３か月～７歳６か月未満） 

・三種混合（生後３か月～７歳６か月未満） 

・二種混合（小学校６年生） 

・不活化ポリオ 

（生後３か月～７歳６か月未満） 

・ＭＲ（麻しん・風しん） 

  第１期（１歳～２歳未満） 

  第２期（年長児） 

・水痘（１歳～３歳未満）   

・日本脳炎  

  第１期（生後６か月～７歳６か月未満）   

第２期（９歳～１３歳未満） 

・ヒトパピローマウイルス感染症 

(小学６年生～高校１年生相当の女子)  

・Ｂ型肝炎（生後２か月～１歳未満） 
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②健やかな成長発達を促すための相談体制・情報提供の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

50 妊産婦・乳幼児健康相談事業 

子育て世代包括支援センターとして、安心して
妊娠・出産・育児が行えるよう、保健師、助産師
等が健康相談を実施します。 
地域の関係機関と協力しながら、妊娠期から切
れ目のない支援を行っていきます。 

51 発達支援 

主に１歳７か月児健診後の精神発達の指導が必
要な幼児の発達検査や発達支援教室などを通じ
て、子どもの発達や発達段階に応じた適切な関
わり方を学び、育児不安の軽減を図り、必要に応
じて医療や療育に繋げ、発達の支援を行います。 

52 妊産婦の喫煙・飲酒対策事業 
妊産婦・胎児・乳児へのタバコ・アルコールによ
る健康被害を防ぐための啓発、相談を行います。 

 

 

③小児医療体制等の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

53 
休日・夜間応急診療所、 

休日歯科応急診療所の充実 

子どもの急病に対応するため、休日・夜間におけ
る救急医療体制の充実を図ります。 

54 妊娠・出産の安全確保 
奈良県及び県内の各医療機関と連携し、救急時
の周産期医療体制を整備し、妊婦・出産の安全確
保を図ります。 

 

 

基本目標２ 地域の子育て支援の充実 

①子育て中の親子の居場所づくりの推進 

No 事 業 名 事 業 概 要 

55 地域子育て支援拠点事業 
乳幼児と保護者が気軽に集い、交流できる場を
地域に提供し、育児相談や子育て関連情報の提
供、講習会などを行います。 

56 子育てスポット事業 

公共施設の空きスペースで、月１～２回、乳幼児
と保護者が気軽に集って、交流できる場を地域
に提供し、育児相談や子育て関連情報の提供、講
習会などを行います。 

57 
子育てスポットすくすく広場 

事業 

福祉センターで、主として乳幼児（０～３歳）と
保護者が気軽に集える場を提供し、高齢者から
昔ながらの遊びや昔話を教えてもらうなど、異
世代間における交流を行います。 

58 
地域に開かれたこども園、幼稚園

及び保育所づくりの推進 

地域の特色、様々な人との交流を推進し、地域に
開かれたこども園・幼稚園・保育所としての教
育・保育の充実を図ります。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

59 公民館での各種教室・講座 

公民館の特性を生かし、各年度において、各種
子育て支援事業を実施します。 
①親子が集える「場」の提供・情報提供事業 
②子育て支援教室・講座（保護者対象） 
③体験教室・講座（親子対象） 
④体験教室・講座（児童対象） 
⑤地域の子育て力向上をめざした教室・講座
（市民対象） 

 

②多様な子育て支援サービスの充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

60 
保育所等における一時預かり 

事業 

保護者のパート就労や病気等により、家庭にお
いて保育を受けることが一時的に困難となる場
合や、保護者の育児の負担軽減やリフレッシュ
のため、乳幼児を保育所等において一時的に保
育し、子育て世帯の支援を図ります。 

61 
地域子育て支援拠点における 

一時預かり事業 

地域子育て支援拠点の利用経験のある乳幼児を
対象に、一時預かりを行い、地域の子育て家庭に
対してよりきめ細やかな支援をします。 

62 病児・病後児保育事業 
児童が病気や病気の回復期で、保護者の仕事の
都合等で家庭での保育が困難な場合に、児童を
一時的に専用施設で預かります。 

63 子育て短期支援事業 

緊急一時的に児童の養育が困難になった場合
に、児童を７日間を限度に預かり、養育・保護を
行います。（ショートステイ事業） 
仕事等の理由で帰宅が遅くなり、長期に児童の
養育が困難な場合に、午後２時から１０時まで
の時間帯のうち、１日４時間、６か月の範囲で児
童を預かり、養育・保護を行います。 

（トワイライト事業） 

 

 

基本目標３ 子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実 

①子育てに関する相談体制・情報提供の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

64 利用者支援事業 

就学前の子どもとその保護者や妊娠している方
が、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を
円滑に利用できるよう、身近な場所で情報収集
や提供のほか、必要に応じて相談・助言等を行い
ます。 

65 子育て世代支援ＰＲ事業 

本市の子育て情報をわかりやすく掲載した子育
ておうえんサイト「子育て＠なら」を運営すると
ともに、本市の子育て情報を一冊にまとめた「な
ら子育て情報ブック」を作成・配布します。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

66 家庭児童相談室運営事業 
子どもの生活習慣、学校生活、家庭環境等、児童
と家庭の福祉の向上を図るため、家庭児童相談
室を設置しています。 

67 
こども園、幼稚園及び保育所の 

子育て支援 

地域内での交流の機会の減少や子育ての孤立化
による不安感を抱える保護者のために、育児相
談や未就園児の親子登園等を実施し、子育て支
援の充実を図ります。 

68 家庭教育支援事業 

子どもや家庭教育を取り巻く諸問題の解決と家
庭の教育力の向上を図るため、公民館を拠点に
地域で取り組む家庭教育支援の仕組みを構築し
ます。 

 

 

②子育て家庭への経済的な支援の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

69 子ども医療費助成 

健康保険に加入している中学校修了前（１５歳
到達後最初の３月３１日まで）の子どもを対象
に、保険診療の自己負担額から一部負担金を除
いた額を助成します。（保険適用にならないもの
や、入院時の食事療養費・生活療養費は除きま
す。） 

70 就学援助 
小・中学校の就学が経済的に困難な世帯に必要
な援助を行い、安心して義務教育を受けられる
環境を整えます。 

71 特別支援教育就学奨励事業 
特別支援学級への就学のために必要な援助を行
い、特別支援学級に在籍する児童・生徒が安心し
て義務教育を受けられる環境を整えます。 

 

 

基本目標４ 様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実 

①ひとり親家庭への支援の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

72 ひとり親家庭等医療費助成 

健康保険に加入しているひとり親家庭の父また
は母と１８歳未満（１８歳到達後最初の３月３
１日まで）の子や父母のいない１８歳未満の子
を対象に、保険診療の自己負担額から一部負担
金を除いた額を助成します。（保険適用にならな
いものや、入院時の食事療養費・生活療養費は除
きます。） 

73 ひとり親家庭等相談 

母子家庭、父子家庭、寡婦または離婚前の方に対
し、生活や家庭、子どもの養育、就職や自立の支
援、母子及び父子並びに寡婦福祉資金の利用等
の相談に応じます。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

74 
ひとり親家庭等日常生活支援 

事業 

修学や求職等の自立に必要な理由や疾病等の社
会的理由で一時的に生活援助や保育サービスが
必要な母子家庭、父子家庭、寡婦の世帯に、家庭
生活支援員を派遣します。 

75 
母子家庭等就業・自立支援 

センター事業 

母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦の自立を支援
するため、就業相談、就業支援講習会、就業情報
提供等の施策を総合的・計画的に実施します。 

76 
母子家庭等自立支援教育訓練 

給付金事業 

母子家庭の母、または父子家庭の父の主体的な
能力開発の取り組みを支援するもので、母子家
庭、父子家庭の自立促進を図るため、教育訓練を
受講することが適職につくため必要と認められ
る場合に、教育訓練給付金を交付します。 

77 
母子家庭等高等職業訓練促進 

給付金等事業 

母子家庭の母、または父子家庭の父が就業に結
びつきやすい資格を取得するために養成機関で
受講するに際して、高等職業訓練促進給付金を
交付することで、受講期間中における生活の不
安の解消および生活の負担の軽減を図り、安定
した修業環境を提供し、資格取得を容易にしま
す。 

78 
公共賃貸住宅における母子・父子

世帯向けの優先入居制度の活用 

市営住宅の空家募集において、母子世帯または
父子世帯で２０歳未満の子がいる世帯に対する
優先入居制度を実施します。 

 

②障害のある子どもと子育て家庭への支援の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

79 短期入所 

居宅においてその介護を行う方の疾病その他の
理由により、障害者支援施設、障害福祉施設等へ
の短期間の入所を必要とする障害児につき、当
該施設に短期間の入所をさせて、入浴、排泄及び
食事の介護その他の必要な支援を行います。 

80 障害児通所支援 

障害児を児童発達支援センター等の施設に通わ
せ、年齢に応じて日常生活における基本的な動
作の指導、知識技能の伝達及び集団生活への適
応訓練を行います。 

81 居宅介護 
居宅において、入浴、排泄及び食事等の介護なら
びに生活等に関する相談及び助言その他生活全
般にわたる支援を行います。 

82 行動援護 

知的や精神に重い障害があり、一人で行動する
ことが難しい障害者児が対象です。 
対象児のことをよくわかっているヘルパーが、
そばにいて、安心して外出し、活動できるよう支
援を行います。 

83 みどりの家歯科診療 
奈良市立みどりの家歯科診療所（総合福祉セン
ター内）において、障害児等の歯科検診及び歯科
治療を行います。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

84 日中一時支援 

家族の就労支援や一時的な休息を目的に、障害
児の一時的な介助や見守りが必要な場合に、日
帰りで施設を利用することができます。 
※施設入所者及び病院に入院されている方は、
利用できません。 

85 移動支援 

障害児の外出及び余暇活動等の移動を支援しま
す。ただし、通学及び社会通念上適当でない外出
を除き、原則として１日の範囲内で終わるもの
に限ります。 
※病院に入院されている方は、利用できません。 

86 みどり園 

総合福祉センター内の障がい児親子通園室「み
どり園」において、就学前の障害児を対象に、保
護者とともに通園し日常生活において必要な指
導を行い、集団生活への適応を促すよう療育を
実施しています。また、家族支援も行っていま
す。 

87 相談支援事業 
障害児が、地域で安心して自立した生活を送る
ために、本人や関係者からの相談に応じ、必要な
情報の提供及び助言などを総合的に行います。 

88 親子体操教室 

総合福祉センター体育館において障害児と保護
者が、一緒にスポーツ・レクレーションを楽しみ
ながら、健康の維持・増進を図ることを目的に実
施しています。 

89 子ども発達支援事業 
言語・情緒・行動に発達の課題を抱える就学前の
幼児とその保護者に対して関係機関と協働しな
がら一貫して支援します。 

90 長期療養児支援 

病気や障害を抱えている児とその保護者が、適
切な医療を受け、福祉制度を利用しながら、安心
して在宅生活を送ることができるように、専門
職等と連携し支援します。 

 

 

③児童虐待防止などの取り組みの充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

91 子ども家庭総合支援拠点事業 

全ての子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、
一般的な子育てに関する相談や、養育困難・虐待
等の様々な相談に専門職が専門性の高い相談支
援を行います。また、支援が必要な家庭に対して
関係機関と連携しながら、適切な支援機関や社会
資源に繋げるなど、妊娠期から切れ目のない継続
した支援に努めます。 

92 
「奈良市要保護児童対策地域協

議会」の活用 

児童虐待の未然防止・早期発見・再発防止のため、
児童相談所、医療機関、民生児童委員協議会連合
会、弁護士、警察などの関係機関が連携して、虐
待から子どもを守るために「奈良市要保護児童対
策地域協議会」を設置しています。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

93 養育支援訪問事業 

保護者の養育を支援することが特に必要と認められ

る家庭等に対し、訪問などにより、養育に関する相談、

助言などの支援を行います。また、平成３０年１０月

より、家事や育児についてサポートが必要である世帯

に対して、ホームヘルパーを派遣し、妊婦の方や小学

校就学前の子どもを養育する保護者への支援を行う

エンゼルサポート事業を実施しています。 

94 家庭訪問 

育児が困難で支援が必要と思われる家庭を訪問し、生

活環境と養育状況・家庭環境・子の成長発達などを総

合的に把握し、必要な支援を行うことにより、保護者

の育児不安や育児ストレスの軽減を図り虐待予防に

努めます。 

95 
奈良市児童相談所（（仮称）奈良

市子どもセンター）の設置 

様々な困難を抱える子どもや家庭への支援を充実さ

せるため、早期の児童相談所設置に取り組みます。ま

た、施設については、児童相談所、一時保護所、子ど

も発達センター、地域子育て支援センターの複合施設

（仮称）奈良市子どもセンターを整備します。 

 

④子どもの貧困対策の推進 

No 事 業 名 事 業 概 要 

96 子どもの学習支援事業 

社会的・経済的困難を抱える世帯の子どもたちが将来

に夢や希望を持って成長していけるよう、子どもたち

が安心できる居場所を設置し、生活習慣や基礎学力、

学習習慣を身につけ、高等教育への進学を可能とする

ための学習支援事業を実施します。 

97 
若者サポートセンター 

「Restart なら（リスなら）」 

若者のひきこもり・ニート化を防ぐため、義務教育の

後、進学や就労をしていない若者やその家族等を対象

に、キャリアコンサルタントや支援団体の相談員が学

び直しや就労などの相談に応じます。令和2年度から

は福祉、教育、保健・医療などの各分野の関係機関に

よる「奈良市子ども・若者支援地域協議会」を設置す

る予定であり、必要な支援をコーディネートする役割

を担うとともに、その多様なネットワークを活用し、

包括的な支援に繋げるよう努めます。 

98 生活困窮者支援 

「奈良市くらしとしごとサポートセンター」では、日

常生活や社会生活、経済的な自立についての相談・支

援の場として、その複合的な課題を受けとめ、課題の

改善、解決に必要な対応を当事者の方と共に考え、寄

り添った支援を行います。相談には、社会福祉士やキ

ャリアコンサルタント等専門職が応じ、必要に応じて

ハーローワークや県、社会福祉協議会と協議を行いま

す。就労支援については、ビジネスマナーや面接トレ

ーニングなど包括的なカリキュラムのもと、きめ細か

な支援を実施します。 
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基本方針３ 地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくり 

基本目標１ 地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりの推進 

①地域における子育て支援活動の充実 

No 事 業 名 事 業 概 要 

99 
ファミリー・サポート・センター

事業 

「育児の援助を受けたい人」と「育児の援助を行
いたい人」が依頼・援助・両方のいずれかの会員
として登録し、児童の放課後の預かりや保育所
等の送迎等で育児の援助が必要となったとき
に、会員相互の援助活動を行います。 

100 子育て支援アドバイザー事業 

子育て支援アドバイザーとして登録した地域の
子育て経験豊かな市民を、乳幼児と保護者が集
まる場所に派遣し、保護者の子育てに関する疑
問や悩みに対する相談の他、手遊び・読み聞かせ
などの講習や子育て広場での見守り支援等、幅
広く子育ての支援を行います。 

101 子育てサークルの支援 

地域で活動する子育てサークルに補助金を交付
することにより、経済的に支援するとともに、サ
ークルを含めた地域の子育て支援団体を対象に
した交流会を行うことにより、情報交換等のネ
ットワーク化を図り、子育て中の保護者が自主
的に運営する子育てサークルを支援します。 

 

 

②地域における子どもの見守り活動の推進 

No 事 業 名 事 業 概 要 

102 交通安全教室の開催 

学校園に出向き、警察と協力して横断歩道の渡
り方、正しい自転車の乗り方などの交通ルール
をビデオ・人形劇等でわかりやすく説明すると
ともに、信号機を使った実技指導なども併せて
行い、子どもたちに交通事故から身を守るすべ
を身につけてもらうために開催します。 

103 青色防犯パトロール 
市内一円を、青色防犯灯を装着した車両でパト
ロール巡回し、犯罪や事故等を未然に防止する
ための啓発活動を行います。 

104 防犯カメラ設置事業 

交通の要所や駅・学校周辺に防犯カメラを設置
し、犯罪を未然に防ぐ「犯罪抑止力」を高め、万
一犯罪が発生した場合においても、警察と連携
し速やかな認知、被害者の保護など迅速・的確に
対応できる態勢を確立します。 

105 
学校・家庭・地域が連携した 

防犯力の充実 

「子ども安全の日の集い」を開催する等、子ども
の安全に取り組む大人の防犯意識を高めます。 

106 不審者情報の配信 

子どもたちの登下校時の安全確保のために、警
察と連携して、学校園や地域から入ってくる不
審者の情報を「なら子どもサポートネット」登録
者に配信します。 
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No 事 業 名 事 業 概 要 

107 「子ども安全の家」標旗配布 

子どもを犯罪や事故から守るため、地域の家庭
などに「子ども安全の家」になってもらい、家の
入口などに「安全の家」標旗を掲げ、子どもが危
険を感じた時に、助けを求めて駆け込める場所
を提供してもらい、地域で子どもを守る機運を
広めます。 

 

 

     基本目標２ 仕事と子育ての両立支援の推進 

①男女共同の子育ての促進と子どもを大切にする社会的な機運の醸成 

No 事 業 名 事 業 概 要 

108 イクメン手帳の配付 
奈良市オリジナルのイクメン手帳「IKUMEN 
HANDBOOK for nara papa」を母子健康手帳
交付者及び子育て中の希望者に配付します。 

109 仕事と生活の調和推進事業 
事業主や企業を対象に、育児休業の取得促進や
労働時間等の改善など、仕事と生活の調和のと
れた働き方に向けた意識啓発に努めます。 

 

 

基本目標３ 子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進 

①安心して生活できる環境づくりの推進 

No 事 業 名 事 業 概 要 

110 通学路整備事業 
児童・生徒が安全で安心して通園・通学できるよ
う歩道の整備及び防護柵、路面標示等の安全施
設を整備します。 

111 公園管理運営 
身近な自然とのふれあいの場所、防災空間、良好
な風致・景観を備えた地域の形成等、多くの機能
を有している公園・緑地の維持管理を行います。 

112 公園整備事業 
都市公園の経年劣化による遊具等の公園施設の
施設の更新を行います。 

113 
公共賃貸住宅における多子世帯

向けの優先入居制度の活用 

市営住宅の３ＤＫ若しくは３ＬＤＫの空家募集
において、１８歳未満の児童が３人以上いる世
帯（多子世帯）に対する優先入居制度を実施しま
す。 

114 
公共賃貸住宅における子育て世

帯向けの優先入居制度の活用 

市営住宅の空家募集において、同居親族に小学
校就学前の児童がいる世帯（子育て世帯）に対す
る優先入居制度を実施します。 
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 ７ 用語解説 

【あ行】 

育児休業制度（P53） 

原則として、子どもが１歳に達する日（誕生日の前日）まで養育するための休業制度。平成

２９年１０月の育児休業法改正により、休業が特に必要と認められる場合は子が２歳に達する

日まで育児休業をすることができるようになった。 

 

【か行】 

企業主導型保育事業（P67～70） 

企業等が主に従業員のために保育施設を設置する場合に、一定の基準を満たすと内閣府から

施設整備費や運営費の助成を受けて運営されている認可外保育施設。自社等の従業員が利用で

きる「従業員枠」と、保育を必要とする地域の住民等が利用できる「地域枠」がある。 

 

教育・保育提供区域（P58、59） 

各市町村が地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件等を総合的に勘案して、教育・

保育の施設整備を行うために定める設定区域。子ども・子育て支援事業計画では、教育・保育

提供区域毎に、計画期間中の各年度の量の見込みと確保方策を設定する。 

 

子育て安心プラン（P1、29、76） 

待機児童解消に必要な受け皿約２２万人分の予算を平成３０年度から平成３１年度末まで

の２年間で確保していくとともに、Ⅿ字カーブを解消するため平成３０年度から令和４年度末

までの５年間で女性就業率８０％に対応できる約３２万人分の受け皿を整備していくことと

した対策。 

 

子育て世代包括支援センター（P18、36、39、119） 

妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要に応じて支援プランの策定や、地域の

保健医療又は福祉に関する関係機関との連絡調整を行う。また、母子保健施策と子育て支援施

策との一体的な提供を通じて、妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な支援

を行い、地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供する。奈良

市では平成２７年４月より母子保健課、平成２９年４月より  

 

子ども・子育て会議（P4、101～103、110～112） 

子ども・子育て支援法に基づき、子ども・子育て支援の政策プロセスなどに参画・関与する

ことができる仕組みとして、平成２５年４月に内閣府に設置された審議会。子どもの保護者、
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地方公共団体、事業主を代表する者、労働者を代表する者、子ども・子育て支援に関する事業

に従事する者及び子ども・子育て支援に関し学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣に任

命された２５名以内の委員で組織される。奈良市においても、子ども・子育て支援施策につい

て審議するため、平成２５年４月に奈良市子ども・子育て会議を設置。 

 

子ども家庭総合支援拠点（P18、48、123） 

平成２８年５月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」において、市区町村が整

備に努めなければならないと規定された拠点。子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情

の把握・情報提供・専門的な相談対応・統合調整を行い、福祉・保健・医療・教育等の関係機

関と連携した支援を実施し、地域のリソースや必要なサービスを有機的につないでいくソーシ

ャルワークを中心とした機能を担う。奈良市では平成30年4月より市役所内（子育て相談課）

に設置。 

 

子ども・子育て関連３法（P1） 

「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法の一部改正法」、「子ども・子育て支援法及び認

定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の３つの法律。保護

者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下、幼児期の学校教育・保育、

地域の子ども・子育て支援を総合的に推進することを目的として、平成２４年８月に成立。 

 

子ども・子育て支援新制度（P1、99） 

子ども・子育て関連3法に基づき、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充

や質の向上を進めていくための制度。平成27年４月に開始された。 

 

子ども・子育て支援事業計画（P1～3、18、21、66、102、110） 

子ども・子育て支援法に基づいて、各都道府県および市町村に作成が義務付けられている５

年を一期とする計画。教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保、その他

子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施について記載される。 

 

【さ行】 

里親制度（P87） 

児童福祉法に基づき、親の病気や経済苦など、様々な事情により家庭で生活することのでき

ない子どもを自らの家庭に迎え入れ、あたたかい愛情のもとで養育する公的な制度。 
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次世代育成支援対策推進法（P3） 

急速な少子化の進行等を踏まえ、将来、社会を担う子どもが健やかに生まれ、健やかに育成

される環境を整備することを目的として、平成１５年７月に制定された法律。 

 

住民基本台帳（P5～6、15、66） 

住民基本台帳法により各市町村に作成が義務づけられる公簿。その市町村に住所を有する個

人を単位とする住民票を世帯ごとに編成し作成される。氏名、生年月日、性別、住所などが記

載され、その市町村の住民に関する事務処理の基礎となるもの。 

 

新・放課後子ども総合プラン（P1、86） 

放課後児童クラブの待機児童の早期解消や、放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体的

な実施の推進等により、すべての児童の安全・安心な居場所の確保を図ること等、放課後児童

対策の取り組みを推進する対策。放課後児童クラブについては令和２年度末までに約２５万人

分を整備し、その後も女性就業率の上昇を踏まえ令和４年度末までに計約３０万人分の受け皿

の整備（約１２２万人⇒約１５２万人）を目標としている。 

 

【た行】 

ダブルケア（P43） 

１人で育児と介護の二つのケアを同時に担う状況。 

 

特定教育・保育施設（P67～75、98） 

市町村の確認を受け、子ども・子育て支援新制度による「施設型給付」の対象となる保育所、

認定こども園、幼稚園。 

 

特定地域型保育事業（P67～75） 

児童福祉法に位置付けられた市町村による認可事業で、子ども・子育て支援新制度による「地

域型保育給付」の対象となる事業。小規模保育（認可定員６人以上１９人以下）、家庭的保育

（認可定員５人以下）、居宅訪問型保育（保育を必要とする子どもの居宅で実施）、事業所内保

育（主として従業員の子どものほか、地域で保育を必要とする子どもにも保育を提供）に分け

られる。 

 

【や行】 

要保護児童対策地域協議会（P87） 

要保護児童の早期発見や適切な保護を図るため、関係機関がその子ども等に関する情報や考
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え方を共有し、適切な連携の下で対応していくことを目的として、地方公共団体が設置するこ

とができる協議会の一般的な名称。対象児童は、虐待を受けた子どもに限られず、非行児童な

ども含まれる。奈良市では平成２０年１２月に奈良市被虐待児童対策地域協議会を設置。令和

２年４月に国の指針に基づき、奈良市要保護児童対策地域協議会に改称。 

 

【ら行】 

量の見込み（P58、67～75、77～80、83～85、87～97、101） 

子ども・子育て支援事業計画の作成に際して、各地域の人口構造や教育・保育および地域子

ども・子育て支援事業の現在の利用状況、保護者に対する調査（ニーズ調査）等を行い、これ

らに基づいて算出した教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の必要量の推計値。なお、量

の見込みに対する具体的な供給量の目標設定のことを“確保方策”という。


